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ま   え   が   き  

 

 

  ここに公表します「財政事情」は、町民の皆さんに町財政の現況をお

知らせすることによって、財政の実態と町の主要施策についてご理解を

いただき、町政の発展についてご協力を得るため、毎年２回定期的に公

表しているものです。  

  今回は、平成３０年度当初予算並びに平成２９年度下半期（平成２９

年１０月１日～３０年３月３１日）の補正予算の状況、町有財産の状況、

町民の税負担の状況等を主な内容としています。 
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１  平成３０年度当初予算について 

①  予算編成について 

平成２８年度の熊本地震及び梅雨豪雨により、本町では、かつて経験し

たことのない甚大な被害をもたらしました。復旧・復興に向け「山都町復

興計画」に基づく全庁的な取組みにより、着実に復旧・復興事業は進めら

れているものの、今なお多くの町民が不便な暮らしを余儀なくされていま

す。  

そこで、最優先事項として熊本地震及び豪雨災害に係る復旧・復興事業

の速やかな実施、基幹産業である農林業の振興、商工観光事業の推進、地

方創生事業として取組む移住定住の促進や子育て及び教育環境の充実、高

齢者支援など福祉の向上、更には、環境にやさしいまちづくり及び防災体

制の再構築等について、予算編成の重点項目としています。 

このような中、本町の財政は地方交付税と国や県の補助金に大きく依存

しており、特に地方交付税（普通交付税）は平成２７年度から始まった合

併特例措置の縮減により、引続き減少が見込まれます。今後も安定した財

政運営の下で、復旧・復興事業や総合計画を着実に推進するには、真に必

要な事業への選択と集中を行うとともに、あらゆる業務の見直し等による

財源の確保が必要となります。 

以上のような考えのもと、平成３０年度当初予算の編成を行いました。 
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②  予算の規模 

  平成３０年度普通会計当初予算の規模は、総額 11,522,646千円で前年

度当初予算（前年度は骨格予算のため６月現計）と比較しますと 21.4％

の減となっています。  

（単位：千円 ,％） 

 区   分 
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

（ A-B） /B 

一般会計 11,522,000 14,654,000 △ 21.4 

住宅新築資金等貸付事業 4,646 5,256 △ 11.6 

合   計 11,526,646 14,659,256 △ 21.4 

 

このほか、特別会計として、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医

療、簡易水道、国民宿舎、更に公営企業会計として水道事業会計、病院

事業会計があります。  

（単位：千円 ,％） 

区   分 
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

（ A-B） /B 

国民健康保険特別会計 2,696,261 3,259,193 △ 17.3 

介護保険特別会計 2,894,149 2,725,496 6.2 

後期高齢者医療特別会 計 241,085 236,663 1.9 

簡易水道特別会計 732,134 721,023 1.5 

国民宿舎特別会計 73,503 71,505 2.8 

合   計 6,637,132 7,013,880 △ 5.4 

 

次に、当初予算（一般会計）年次別推移をみますと次のとおりです。 

（単位：千円 ,％） 

年  度  予  算  額 対前年度比較 備    考 

２３  12,620,000  3.0  

２４  12,200,000 △ 3.3  

２５  12,460,000  2.1 骨格予算のため６月補正後  

２６  12,540,000  0.6  

２７  12,000,000 △ 4.3  

２８  12,330,000  2.8  

２９  14,654,000 18.8 骨格予算のため６月補正後  

３０  11,522,000 △ 21.4  
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③各会計別予算の規模  

  １）普通会計 

   Ａ  一般会計 

 歳   入                      （単位：千円 ,％） 

項    目 
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

町  税  1,115,425 1,067,686 4.5 

地方譲与税 217,001 221,001 △ 1.8 

利子割交付金 1,200 1,100 9.1 

配当割交付金 2,200 4,100 △ 46.3 

株式等譲渡所得割交付金  1,581 4,460 △ 64.6 

地方消費税交付金 251,000 263,000 △ 4.6 

ゴルフ場利用税交付金  6,200 6,300 △ 1.6 

自動車取得税交付金 28,900 30,000 △ 3.7 

国有提供施設等所在市町村助成交付 金 7,774 9,074 △ 14.3 

地方特例交付金 2,000 2,200 △ 9.1 

地方交付税 5,400,000 5,841,492 △ 7.6 

交通安全対策特別交付金  2,000 2,200 △ 9.1 

分担金及び負担金 91,085 76,212 19.5 

使用料及び手数料 94,594 91,255 3.7 

国庫支出金 1,412,766 3,671,009 △ 61.5 

県支出金 1,604,252 1,879,324 △ 14.6 

財産収入 15,110 14,427 4.7 

寄附金  142,044 166,442 △ 14.7 

繰入金  230,165 288,926 △ 20.3 

繰越金  100,000 100,001 0.0 

諸収入  74,303 79,391 △ 6.4 

町  債  722,400 834,400 △ 13.4 

    

合    計 11,522,000 14,654,000 △ 21.4 
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 歳   出                     （単位：千円 ,％） 

項    目 
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

議会費  92,089 92,793 △ 0.8 

総務費  1,956,523 2,225,509 △ 12.1 

民生費  2,954,670 3,136,388 △ 5.8 

衛生費  1,009,524 1,006,738 0.3 

農林水産業費 1,193,401 1,173,865 1.7 

商工費  590,760 514,290 14.9 

土木費  1,210,105 1,647,816 △ 26.6 

消防費  391,114 380,976 2.7 

教育費  563,875 600,988 △ 6.2 

災害復旧費 490,799 2,723,955 △ 82.0 

公債費  1,038,589 1,120,047 △ 7.3 

諸支出金 551 587 △ 6.1 

予備費  30,000 30,048 △ 0.2 

    

    

合    計 11,522,000 14,654,000 △ 21.4 
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歳出について、その内容を説明します。 

１．議会費 

   予算額  ９２，０８９千円 

   担当課  議会事務局 

   町の予算案や条例案等の審議を行う、町議会議員の報酬４１，１３８千

円のほか、議会運営に必要な経費及び事務局職員の人件費等５０，９５１

千円を計上しました。 

 

２．総務費 

   予算額  １，９５６，５２３千円 

   担当課  総務課、企画政策課、税務住民課、地籍調査課、支所、会

計課 

  主に町の行政組織、職員の人事、広報広聴、文書情報、予算、町有財産 

の管理、指名審査、検査、町税の課税・徴収、町政の企画、戸籍住民登録、

選挙、統計調査、交通安全対策、地籍調査、出納事務、監査等が含まれま

す。 

 総務管理費 １，７６０，１７１千円  徴税費 １１１，９５２千円 

 戸籍住民登録費  ６４，０４３千円  選挙費   ８，１２５千円 

 統計調査費     ２，２６２千円  監査委員費 ９，９７０千円 

を計上しています。 

 

３．民生費 

   予算額  ２，９５４，６７０千円 

   担当課  健康ほけん課、福祉課 

  介護予防事業、国民健康保険、国民年金、介護保険、後期高齢者医療、

社会福祉、男女共同参画、消費者行政、高齢者福祉、障害者福祉及び支援、

子育て支援等の児童福祉、人権センター運営、児童館運営が含まれていま

す。 

  社会福祉費 ２，０６３，１４３千円 

  児童福祉費   ８８３，１２７千円 

  災害救助費     ８，４００千円を計上しています。 

 

４．衛生費 

   予算額  １，００９，５２４千円 

   担当課  健康ほけん課、環境水道課 

 



 - 6 - 

  住民の健康診断や予防接種、乳幼児医療、地域保健、公害予防や生活環

境の保全、衛生施設管理運営等が含まれます。 

  保健衛生費 ７２９，１１８千円 

  清掃費   ２８０，４０６千円を計上しています。 

 

５．農林水産業費 

   予算額  １，１９３，４０１千円 

   担当課  農林振興課 

  農業行政及び農業団体の育成指導、中山間地域対策、畜産の振興や有機

農産物振興、林業振興や森林保全、治山治水、農業土木、土地改良、農業

委員会等の運営が含まれています。 

  農業費 ９６９，８２０千円  林業費 ２２３，４１１千円 

  水産業費    １７０千円を計上しています。 

 

６．商工費 

   予算額  ５９０，７６０千円 

   担当課  山の都創造課 

  商工業の振興や商工団体育成、観光施設の維持管理、観光資源の開発、

定住促進、後継者対策等が含まれます。 

  商工費 ５９０，７６０千円を計上しています。 

 

７．土木費 

   予算額  １，２１０，１０５千円 

担当課  建設課 

  道路、橋梁、河川等の整備及び維持管理、公営住宅の管理運営等が含ま

れています。 

  土木管理費 １００，４５３千円 道路橋梁費 ９２６，４５１千円 

河川費    ８０，１７５千円 住宅費    ８６，８３０千円 

高速道路対策費１６，１９６千円を計上しています。 

 

８．消防費 

   予算額  ３９１，１１４千円 

   担当課  総務課 

  消防団の活動に要する経常的経費、消防施設整備、消防組合負担金等が

含まれています。 

  消防費 ３９１，１１４千円を計上しています。 
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９．教育費 

   予算額  ５６３，８７５千円 

   担当課  学校教育課、生涯学習課 

  教育委員会、小中学校の施設維持管理、生涯学習、同和教育、文化振興、

文化財の保護、公民館・図書館の管理運営、社会体育等が含まれます。 

  教育総務費  ９７，２４３千円  小学校費  １７７，６８９千円 

  中学校費  １１３，０８８千円  社会教育費 １４４，６５２千円 

  保健体育費  ３１，２０３千円を計上しています。 

 

10．災害復旧費 

   予算額  ４９０，７９９千円 

   担当課  農林振興課、建設課 

  農林水産施設災害復旧費、公共土木施設災害復旧費が含まれます。 

  農林水産施設災害復旧費  ２９２，５９３千円 

  公共土木施設災害復旧費  １９８，２０６千円を計上しています。 

 

11．公債費 

   予算額  １，０３８，５８９千円 

   担当課  総務課 

  各種事業推進のため、町が借り入れた長期借入金の元金償還金として、

９７７，０６２千円、利子償還金に６１，５２７千円を計上しています。 

 

12．諸支出金 

   予算額  ５５１千円 

   担当課  総務課、学校教育課 

  特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を

運用するために現在１０基金を設置しています。その基金から生じる利子

や積立金５５１千円を計上しています。 
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Ｂ 住宅新築資金等貸付事業特別会計 

  次に、住宅新築資金等貸付事業特別会計を見ますと次のようになります。 

 

歳 入                     （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

繰越金  4,646 5,256 △ 11.6 

諸収入  0 0 0.0 

    

合   計 4,646 5,256 △ 11.6 

 

 

歳 出                     （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

公債費  306 611 △ 49.9 

予備費  4,340 4,645 △ 6.6 

    

合   計 4,646 5,256 △ 11.6 
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２）特別会計 

平成３０年度当初予算の概要は次のとおりですが、各特別会計とも特定

の目的のもとに設置されたもので、予算内容の説明については省略します。 

  Ａ 国民健康保険特別会計 

  歳 入                    （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

国民健康保険税 495,279 541,307 △ 8.5 

使用料及び手数料 100 100 0.0 

国庫支出金  798,611 皆減  

療養給付費等交付金  72,672 皆減  

前期高齢者交付金  583,024 皆減  

県支出金 1,993,049 181,981 995.2 

共同事業交付金  823,380 皆減  

財産収入 10 10 0.0 

繰入金  175,194 212,027 △ 17.4 

繰越金  31,625 45,080 △ 29.8 

諸収入  1,004 1,001 0.3 

合   計 2,696,261 3,259,193 △ 17.3 

歳 出                    （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

総務費  8,851 14,348 △ 38.3 

保険給付費 1,877,771 1,943,135 △ 3.4 

国民健康保険事業費納付金  705,425  皆増  

後期高齢者支援金等  310,030 皆減  

前期高齢者支援金等  280 皆減  

老人保健拠出金  18 皆減  

介護納付金  161,516 皆減  

共同事業拠出金 1 784,175 △ 100.0 

保健事業費 27,899 26,475 5.3 

基金積立金 10 10 0.0 

諸支出金 71,304 10,416 584.6 

予備費  5,000 8,790 △ 43.1 

合   計 2,696,261 3,259,193 △ 17.3 
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Ｂ 介護保険特別会計 

 歳 入                    （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

保険料  542,517 424,588 27.8 

使用料及び手数料 750 780 △ 3.8 

国庫支出金 796,702 783,696 1.7 

支払基金交付金 756,153 743,030 1.8 

県支出金 411,976 389,357 5.8 

財産収入 1 1 0.0 

繰入金  376,015 347,750 8.1 

繰越金  1,000 17,001 △ 94.1 

諸収入  9,035 19,293 △ 53.2 

合   計 2,894,149 2,725,496 6.2 

 

歳 出                    （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

総務費  35,537 38,749 △ 8.3 

保険給付費 2,713,890 2,527,426 7.4 

基金積立金 1 1 0.0 

地域支援事業費 128,781 154,935 △ 16.9 

諸支出金 203 212 △ 4.2 

予備費  15,737 4,173 277.1 

合   計 2,894,149 2,725,496 6.2 
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C 後期高齢者医療特別会計 

  歳 入                     （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

後期高齢者医療保険料  134,939 128,293 5.2 

使用料及び手数料 50 50 0.0 

国庫支出金 343 0 皆増  

繰入金  105,245 107,812 △ 2.4 

繰越金  1 1 0.0 

諸収入  507 507 0.0 

合   計 241,085 236,663 1.9 

歳 出                      （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

総務費  2,884 2,586 11.5 

後期高齢者医療広域連合納付金 237,644 233,520 1.8 

諸支出金 510 510 0.0 

予備費  47 47 0.0 

合   計 241,085 236,663 1.9 

 

D 簡易水道特別会計 

  歳 入                     （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

分担金及び負担金 1,783 2,823 △ 36.8 

使用料及び手数料 99,290 98,200 1.1 

国庫支出金 168,040 178,156 △ 5.7 

繰入金  180,191 167,214 7.8 

繰越金  1,500 1,500 0.0 

諸収入  30 30 0.0 

町  債  281,300 273,100 3.0 

合   計 732,134 721,023 1.5 
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歳 出                      （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

総務費  566,082 558,196 1.4 

公債費  165,552 162,327 2.0 

予備費  500 500 0.0 

合   計 732,134 721,023 1.5 

 

 

E 国民宿舎特別会計 

  歳 入                     （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

財産収入 1 1 0.0 

繰入金  73,499 71,501 2.8 

繰越金  1 1 0.0 

寄付金  1 1 0.0 

諸収入  1 1 0.0 

合   計 73,503 71,505 2.8 

 

歳 出                      （単位：千円 ,％） 

款  
H30年度 

現計予算 (A) 

H29年度 6月 

当初予算 (B) 

増減率  

(A-B)/B 

国民宿舎事業費用 4,139 2,141 93.3 

基金積立金 1 1 0.0 

公債費  69,362 69,362 0.0 

予備費  1 1 0.0 

合   計 73,503 71,505 2.8 
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平成３０年度一般会計当初予算における、歳出予算の性質別経費の構成

比をみると次のとおりです。 

 

歳出予算性質別構成比               （単位：千円 ,％） 

区  分 金  額 構 成 比 

義務的経費 4,399,690 38.2 

（人件費） 2,055,759 17.9 

（扶助費） 1,305,342 11.3 

（公債費） 1,038,589 9.0 

投資的経費 2,315,943 20.1 

（普通建設事業費） 1,807,152 15.7 

（災害復旧事業費） 508,791 4.4 

その他の経費 4,806,367 41.7 

（物件費） 1,518,940 13.2 

（補助費等） 1,835,093 15.9 

（維持補修費） 100,190 0.9 

（繰出金） 1,318,173 11.4 

（その他） 33,971 0.3 

合   計 11,522,000 100.0 

 

  人件費とは、報酬、給料、職員手当等、共済費、災害補償費、恩給及び

退職年金、退職手当組合負担金をいいます。 

  扶助費とは、生活保護費、老人保護措置費、児童措置費等社会保障のた

め計上されたものをいいます。 

  公債費とは、事業推進のため町が借り入れた町債の元金と利子の償還金

です。 

  普通建設事業費とは、道路、橋梁の新設改良など土木工事や学校等の建

設事業及び農林業の基盤整備事業を内容とする経費をいいます。 

  物件費とは、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、

原材料費、備品購入費をいいます。 

  補助費とは、報償費、火災保険及び自動車損害保険等の保険料、負担金

補助及び交付金、補償費及び賠償金、償還金及び割引料、寄附金、公課費

をいいます。 

  維持補修費とは、家屋、道路、橋梁等の営繕修繕のため計上されたもの

をいいます。 
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２ 平成２９年度下半期における補正予算の状況（普通会計） 

   平成２９年度の予算は、次の表のとおりです。 

（単位：千円） 

区  分 10. 1現計予算 12月補正額 3月補正額  

一般会計 15,103,000 893,000 2,828,000 

住宅新築資金等特別会計 5,256   

 

3月専決額 合  計  

892 18,824,892 

 5,256 

 

  次に、補正予算の概要について説明します。（一般会計） 

  

 １２月補正 ８９３，０００千円追加 

総務費では、熊本地震復興基金交付金事業の住まい再建支援事業費を１，

０００千円追加しました。 

民生費では、私立保育園５園に係る私立保育園運営費負担金を３６，２

４０千円追加しました。 

衛生費では、簡易水道特別会計繰出金を５０１千円追加しました。 

農林水産業費の農業費では、農業経営力向上支援事業補助金４００千円、

農地中間管理事業機構集積協力金８，１９２千円、中山間地域総合整備事

業費２，９００千円を追加しました。 

商工費では、下馬尾地区分譲地に係る水道管敷設替設計費５００千円追

加しました。 

教育費では、小学校での道徳教科が平成３０年度から導入されることか

ら、デジタル教科書などの教材及び教師用指導書の購入費を２，８１７千

円追加しました。 

災害復旧費では、台風１８号の被害に係るものとして、農業施設災害復

旧費を１１４，０００千円、公共土木施設災害復旧費を４７９，０００千

円追加しました。 

また、平成２８年熊本地震復興基金交付金（市町村創意工夫事業）につ

いて、平成２８年熊本地震復興基金を創設し１８２，０００千円を計上し

ました。 
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 ３月補正 ２，８２８，０００千円追加 

  総務費では、防災拠点となる指定避難所や観光案内所等へのＷｉ -Ｆｉ 

設置に係る公衆無線ＬＡＮ環境整備事業費７，２７９千円、観光客等が災 

害時における情報収集等のための通信環境の整備に係るくまもとフリー 

Ｗｉ -Ｆｉ整備事業費７，８８６千円を追加しました。地籍調査費では、 

一筆地調査費５９ ,５６７千円を追加しました。 

農林水産業費の農業費では、担い手確保・経営強化支援事業補助金１７，

５１４千円、大雪被害生産施設復旧対策事業補助金６８，０００千円追加

しました。林業費では、有害鳥獣捕獲隊助成金２５，６８７千円、狩猟免

許取得支援補助金３９０千円を追加しました。 

災害復旧費の現年度農業施設災害復旧費では、当初予算への組替えによ

り３０５，２８９千円を減額し、地震・豪雨災害の被害に係る過年度農業

施設災害復旧費では、平成２８年度繰越明許費の未契約分として３，１７

８，９７５千円を追加しました。現年度林業施設災害復旧費では、１７，

６７２千円減額しました。 

また、積立金として、学校教育施設整備基金に１６７千円、通潤橋復興

寄附金分を通潤橋未来への懸け橋基金に３，５００千円、平成２８年熊本

地震復興基金交付金（市町村創意工夫事業）分を平成２８年熊本地震復興

基金に２９０千円、基金利子に係る分を各基金に１，３７２千円計上しま

した。 

 

 ３月専決補正  ８９２千円追加 

  地方譲与税並びに地方交付税等の確定による財源の補正と町債確定に

伴う財源の組替えを行いました。 

  総務費では、山の都創造支援事業補助金に係る事業費の確定により２，

１２８千円を減額しました。 

  農林水産業費の農業費では、担い手確保・経営強化支援事業補助金に係

る採択事業の決定により１５，９０９千円、大雪被害生産施設復旧対策事

業補助金に係る事業費の確定により４８，０００千円を減額しました。 

また、積立金として、財政調整基金に５０，３５０千円、学校教育施設

整備基金に４０，０００千円、ふるさと寄附金分をふるさと応援基金に５

１，６３０千円、通潤橋復興寄附金分を通潤橋未来への懸け橋基金に４９

６千円計上しました。 
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３ 平成２９年度における予算の執行状況 

①   一般会計（平成３０年３月３１日現在） 

平成２９年度の歳入歳出額は出納閉鎖日（平成３０年５月３１日）で確

定します。 

 歳 入                     （単位：千円 ,％） 

款  予算現額 収入済額 収入率  

町  税  1,068,574 1,006,089 94.2 

地方譲与税 221,146 221,145 100.0 

利子割交付金 1,732 1,732 100.0 

配当割交付金 2,420 2,420 100.0 

株式等譲渡所得割交付金  3,490 3,490 100.0 

地方消費税交付金 267,052 267,052 100.0 

ゴルフ場利用税交付金  8,005 8,006 100.0 

自動車取得税交付金 53,994 53,994 100.0 

国有提供施設等所在市町村助成交付 金 8,184 8,184 100.0 

地方特例交付金 2,072 2,072 100.0 

地方交付税 6,088,992 6,088,992 100.0 

交通安全対策特別交付金  1,901 1,901 100.0 

分担金及び負担金 135,473 94,104 69.5 

使用料及び手数料 91,255 86,232 94.5 

国庫支出金 5,643,293 1,923,287 34.1 

県支出金 10,054,914 1,750,815 17.4 

財産収入 18,675 15,712 84.1 

寄附金  161,660 155,721 96.3 

繰入金  221,350 200,059 90.4 

繰越金  1,053,220 1,053,220 100.0 

諸収入  176,771 170,456 96.4 

町  債  1,527,600 467,600 30.6 

合    計 26,811,773 13,582,283 50.7 
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 歳 出                     （単位：千円 ,％） 

款  予算現額 支出済額 支出率  

議会費  92,872 85,922 92.5 

総務費  2,126,031 1,559,884 73.4 

民生費  3,379,066 3,207,298 94.9 

衛生費  1,588,053 1,274,274 80.2 

農林水産業費 2,018,635 1,641,118 81.3 

商工費  471,043 417,609 88.7 

土木費  2,805,215 1,079,947 38.5 

消防費  372,302 368,740 99.0 

教育費  642,045 554,391 86.3 

災害復旧費 11,843,103 1,670,099 14.1 

公債費  1,120,047 1,008,163 90.0 

諸支出金 330,392 0 0.0 

予備費  22,969 0 0.0 

合    計 26,811,773 12,867,445 48.0 

※「予算現額」とは、予算額に繰越費及び予備費使用額をあわせたものです。 

 

 ② 特別会計 

 歳 入                     （単位：千円 ,％） 

会  計  名 予算現額 収入済額 収入率  

国民健康保険 3,125,528 2,692,008 86.1 

介護保険 2,872,747 2,776,049 96.6 

後期高齢者医療 236,663 231,405 97.8 

簡易水道 856,730 651,928 76.1 

国民宿舎 71,505 81,695 114.3 

住宅新築資金等貸付事業  5,256 5,257 100.0 

合   計 7,168,429 6,438,342 89.8 
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歳 出                      （単位：千円 ,％） 

会  計  名 予算現額 支出済額 支出率  

国民健康保険 3,125,528 2,781,143 89.0 

介護保険 2,872,747 2,519,643 87.7 

後期高齢者医療 236,663 206,714 87.3 

簡易水道 856,730 616,554 72.0 

国民宿舎 71,505 70,875 99.1 

住宅新築資金貸付事業  5,256 305 5.8 

合   計 7,168,429 6,195,234 86.4 
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４ 町税の収入及び町民の税負担の状況 

①   平成２９年度町税の収入状況（平成３０年３月３１日現在） 

                                              （単位：千円,％） 

税 目 調定額 収入済額 収入率 
平成 29年 3月31日現在 

調定額 収入済額 

町民税 475,843 306,959 64.5 451,822 412,341 

（個人） 414,832 248,103 59.8 400,819 363,855 

（法人） 61,011 58,856 96.4 51,003 48,486 

固定資産税 625,508 555,344 88.7 635,625 558,765 

軽自動車税 74,265 68,553 92.3 72,736 67,107 

たばこ税 79,147 74,036 93.5 85,634 85,634 

入湯税 2,232 1,197 53.6 2,313 1,252 

合  計 1,256,995 1,006,089 80.0 1,248,130 1,125,099 

 

 ② 町民税の税負担について 

  町民の税負担は次のとおりです。 

（単位：千円 ,％） 

年 度 町民所得 町 税 税負担率 

１８ 29,226,198 1,035,780  3.5 

１９ 28,587,630 1,142,278  4.0 

２０ 27,631,134 1,127,649  4.1 

２１ 26,725,451 1,098,530  4.1 

２２ 26,861,183 1,084,576  4.0 

２３ 26,361,092 1,118,978  4.2 

２４ 25,992,818 1,103,351  4.2 

２５ 26,247,395 1,118,228  4.3 

２６ 25,565,168 1,145,803  4.5 

２７ 26,249,861 1,104,708  4.2 
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５ 町債及び一時借入金の状況 

②   町債とは、長期的な計画に基づいて、多額の経費を必要とする大規

模な建設事業や災害復旧事業に充てるため、会計年度を越えて行われ

る長期の借入金です。このため起債の借入にあたっては、事業の利益

が後年度の町民に及ぶものに限られるとともに、長期の財政運営の見

通しのもとに行っています。 

③   一時借入金とは、歳計現金に一時不足を生じた場合、その資金繰り

のためなされる借入金のことで、現在借入はありません。 

④   なお、町債の現在高（平成３０年３月３１日現在）には、平成３０

年５月末日までの出納整理期間中の借入れ分は含まれていません。 

 

町債の借入状況                    （単位：千円） 

起債名 
平成 28年度末  

現在高  

平成 29年度  

発行額  

平成 29年度  

元金償還額  

平成 30年 3月  

末日現在高  

公共事業債 66,488 18,700 11,194 73,994 

公営住宅建設事業債 265,632  47,632 218,000 

災害復旧事業債 775,651 171,200 51,458 895,393 

単独災害復旧事業債 469,100 139,700  608,800 

補助災害復旧事業債 306,551 31,500 51,458 286,593 

義務教育施設整備事業債  339,021  47,435 291,586 

一般単独事業債 833,986  136,161 697,825 

   うち合併特例事業債  376,433  18,997 357,436 

辺地対策事業債 719,131 40,500 111,310 648,321 

過疎対策事業債 1,902,281 237,200 280,658 1,858,823 

国の予算貸付・政府関係債  11,867  3,647 8,220 

財源対策債 55,442  11,829 43,613 

臨時財政特例債 2,011  2,011  

減税補てん債 37,996  10,403 27,593 

臨時税収補てん債 8,320  8,320  

臨時財政対策債 4,056,118  322,426 3,733,692 

県貸付金 4,900   4,900 

その他 8,395  342 8,053 

合    計  9,087,239 467,600 1,044,826 8,510,013 
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６ 町有財産の状況 

 

              公用財産   

 

         

 

①公有財産         公共用財産 

 

 

             － 行政財産以外の一切の財産 

 

②物  品 （備品、消耗品、動物等） 

③債  権 （金銭の給付を請求し、得る権利） 

④基  金 （特定目的のため財産を維持し、資金を積立又は定期の資金を

運用するために設けられたもの。） 

 

 平成３０年３月３１日現在の町有財産の概要は次のとおりです。 

 １）土地、建物                   （単位：㎡） 

区   分 土 地 建 物 

庁舎 53,563 12,367 

その他の 

行政機関 

消防施設 4,000 1,360 

その他の施設 24,751 3,927 

 

公共用財産 

 

 

学校 311,537 44,697 

公営住宅 132,841 19,322 

公園 186,616 736 

その他の施設 852,621 61,917 

山林 24,265,155 0 

原野 10,166,884 0 

その他 254,353 39,240 

合   計 36,252,321 183,566 

 

 

 

町が事務又は事業を執行するた

め直接使用することを目的とす

る財産をいいます。 

（庁舎等） 

住民の一般的利用に供すること

を目的とする財産をいいます。

（学校、図書館等） 

普通財産 

行政財産 



 - 22 - 

 ２）山林                    （単位：㎡、㎥） 

区  分 面  積 立木の推定蓄積量 

町所有分 10,734,172 124,480 

分収林 8,219,414 158,693 

その他の権限によるもの 5,311,569 133 

合   計 24,265,155 283,306 

 

 ３）有価証券                   （単位：千円） 

区  分 金  額 備  考 

株券 17,012  

   

合   計 17,012  

 

４）出資による権利                （単位：千円） 

区  分 金  額 備  考 

出資金 445,405  

   

合   計 445,405  

 

５）物 品                     （単位：台） 

区  分 台  数 区  分 台  数 

乗用車 74 マイクロバス 0 

ダンプカー 3 リフトバス 2 

消防車 56 コミュニティバス  36 

貨物自動車 21 特殊車輌 1 

二輪自動車 7 図書館車 1 

  合  計 201 
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６）債 権                    （単位：千円） 

区  分 金  額 備  考 

山都町奨学資金 41,792  

㈲そよ風遊学協会貸付金 21,000  

地域総合整備資金貸付金 13,848  

災害援護資金貸付金 4,900  

 

 ７）基 金                （単位：千円、㎡、㎥） 

区  分 金額及び面積 備  考 

教育施設基金 

土地 100,658  

立木 1,100  

財政調整基金 577,651  

減債基金 308,315  

公共施設整備基金 556,837  

学校教育施設整備基金 83,464  

地域雇用創出基金 96,898  

ふるさと応援基金 110,707  

高森線鉄道経営対策基金 6,143  

山の都創造ファンド 69,129  

通潤橋未来への懸け橋基金  14,779  

平成２８年熊本地震復興基金  182,289  

 


